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３－２－４ 施工・調達計画 

 

３－２－４－１ 施工・調達方針 

本プロジェクトの実施にあたっては現地業者、現地調達資機材を最大限に活用し、施工

の困難な雨期を可能な限り避け、5校の学校を限られた期間内に建設する必要がある。その

ため相手国側の施工能力と現地建築・調達事情を充分に反映した施工計画を策定する必要

がある。 

（１）業務実施の基本事項 

本プロジェクトの実施は本報告書に基づいて行われるが、日本国関係機関の検討を経

た後、日本国政府の閣議決定を必要とする。閣議決定後、両国間にて事業実施に係る交

換公文（Exchange of Notes, E/N）が締結された後、以下の原則に沿って実施される。 

① 本プロジェクトは日本国国民の税金を原資とし、日本国の予算制度の下で日本の無

償資金協力の制度に従って実施される。 

② ブ国政府は日本法人コンサルタントと契約し、本基本設計調査の結果に基づいて詳

細設計、入札補助業務及び施工監理業務を委託する。 

③ ブ国政府は、入札によって日本法人の施工業者を選定する。 

（２）施工の基本方針 

① 限られた期間内に建設工事を効率的に実施するために、現地の建設・調達事情に明

るいローカルコンサルタントならびにコントラクターを最大限に活用する。 

② 施工現場においては安全管理、品質管理ならびに工程管理を徹底するとともに、こ

れらに関して日本の建設会社が持つ技術を最大限ブ国に移転する。 

③ 完成後の維持管理を容易にするために、建設工事に必要とする資機材、及び本プロ

ジェクトによって調達される教育家具は、極力ブ国内で生産されているか、または

同国の一般市場に流通している、主に隣国インドからの輸入品の中から選定する。 

（３）事業実施体制 

本プロジェクトの実施にかかわるブ国政府側の責任機関は教育省であり、同省の政策計

画局（PPD)が運営面の、また学校計画建設局（SPBD)が技術面における実施機関となる。

具体的には、下記項目を担当する。 

① 本プロジェクトに係る設計監理契約、施工業者契約の締結 

② 本プロジェクトに係る銀行口座開設とその手数料の支払い 

③ 支払い授権書の発行と銀行手数料の支払い 

④ 本計画のための入札図書の承認 

⑤ 土地使用権の再確認、敷地境界の決定、インフラ整備等に関する各県（Dzonkhag)

との連絡、指導 
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⑥ 本プロジェクトのブ国側負担工事のための予算措置 

⑦ 完了証明書等各種証明書の発行 

⑧ 建築許可の取得 

⑨ ブ国側負担工事の実施 

⑩ 外国人雇用に関する優遇処置策の発令 

 

３－２－４－２ 施工・調達上の留意事項 

本プロジェクトは全国に分散した 5 校が対象になっている。現地の特徴としてほぼ全土

が急峻な山地であり、ほとんどの資機材を長距離の内陸移動によって運送する必要がある

にも拘わらず道路事情が極めて貧弱であり、特に雨期には土砂崩れ等により頻繁に交通が

遮断される。本プロジェクトではそうした特殊事情に即した、的確な施工計画の立案を行

う必要がある。以下にその方針を述べる。 

（１）工期分け 

施工の工期分けについては、施工床面積の合計が約 19,800㎡となる全体工事量を勘案

して４年度にわたる４期に分けて施工計画を策定する。計画対象校の期分けと施工床面積

を表３－１０に示す。 

表３－１０ 各工期の学校と施工床面積 

番号 学校名 県名（Dzongkhag) 施工床面積（㎡） 

第１期工事                                                         

9 Kanglung（カンルン） Trasigang（タシガン） 1,336.40 

13 Chukha（チュカ） Chukha（チュカ） 3,867.62 

第２期工事                                                          

3 Kabjisa（カブジサ） Punakha（プナカ） 2,763.45 

第３期工事                                                          

5 Pakshikha（パクシカ） Chukha（チュカ） 6,133.29 

第４期工事                                                          

1 Phobjikha（ポブジカ） 
Wangdue Podrang 

（ワンドゥ・ポダン） 
5,771.02 
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（２）工程計画 

工程計画策定に関する留意事項を以下に述べる。 

①雨期の対策 

地域によって若干のずれがあるが、毎年 6月～9月は雨期になる。急峻な山地のサイトに

おいては、大雨によって地面がぬかるみ、施工上の危険も伴うため、この期間における地

業工事や基礎工事は避けるべきである。またコンクリート工事については晴れ間をみて施

工することは可能であるが、十分余裕を持った工程計画や降雨中の躯体養生計画が必要と

なる。また、雨期においては幹線道路ですら土砂崩れによって１～2週間程度交通が遮断

されることもあるため、資機材の搬入についてはこの条件を見込んだ計画とする。 

②冬季の対策 

No.1 Phobjikha MSS（ポブジカ）は冬季の気温が零下 15℃にまで達するため、コンクリ

ート打設等には低気温での施工に対応した計画が必要となる。 

③外国人労働力の確保 

ブ国における建設工事においては、ブータン人の労働力が不足しているために、インド等

からの外国人労働者に頼っている。外国人の雇用のためには労働省の就業許可が必要とさ

れるが、申請手続きのために 2～3ヶ月を要することから、この期間を想定した工程計画

を策定する必要がある。 

 

（３）ブ国側準備工事 

本プロジェクトの着工に先立って、ブ国側がアクセス道路の建設、既存建物・障害物撤

去などの相手国負担工事を完了することが肝要である。 

 

（４）第三者傷害事故の防止 

既存校における別棟増築の場合、生徒、学校関係者等を第三者傷害事故から保護するた

めの対策に留意する。 

 

（５）調達計画 

資機材は品目によってブ国内で生産されているもの、ブ国内で生産されていないがプ

ンツオリンの市場にて輸入品を調達可能なもの、近隣国から輸入する必要のあるものに

分類されるが、工程計画に沿った資材保管倉庫計画等を含む調達計画を綿密に立案する

必要がある。 
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３－２－４－３ 施工区分 

日本国とブ国のそれぞれの施工区分を下記に示す。 

（１）日本国側の負担工事 

① 建物及び建物周囲５ｍ以内の付帯施設建設 

② 教育部門施設に属す家具、生徒寮のベッド 

③ 工事用道路、及び工事用電力・水の確保 

（２）ブ国側の負担工事 

① 敷地の確保 

② アクセス道路の整備 

③ 既存老朽施設、敷地内障害物の撤去工事 

④ 工事用資材保管場所の確保 

⑤ インフラストラクチャー（電力・上水・電話）の引き込み工事 

⑥ 敷地内道路、歩行者通路、中庭、バスケットボールコート、サッカー場の整備 

⑦ 敷地周辺の門塀の設置、植栽・造園工事等 

⑧ 居住部門施設の家具、什器の調達 

 

３－２－４－４ 施工監理計画 

本プロジェクトでは、同時に複数サイトの建設工事を限られた工期内に完了するため、

実施機関との綿密な報告と打合せ、施工業者への適切な指示、指導等の施工監理業務が的

確に実行される必要がある。そこで以下の一般監理と常駐監理を平行して行い万全を期す。 

（１）一般監理 

施工監理経験を有する日本人コンサルタントが全体工程の監理、総合的な技術判断、常

駐監理者の専門領域以外の事項に対する指導・支援を行う。また詳細設計を担当した日本

人技術者がこれを補佐する。 

（２）常駐監理 

詳細設計に参画した技術者の中から選定された技術者がブ国に駐在し、現地コンサルタ

ントと協同して次の業務を行う。日常の工程管理・施工図・施工要領書の検討・指導・資

機材の材料承認・施工業者への一般技術指導・中間検査・竣工検査の実施・監理情報の収

集・監理報告書の作成、及び教育省への報告を行う。コンサルタント監理事務所は、第１

期は比較的首都に近い Chukha HSS（チュカ）に置き、他の期はそれぞれのサイトに置く。 

本プロジェクトの施工監理体制の組織図を図３－１に示す。 



3-53 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

 

         サブ基地は１期工事のみkanglung MSS（カンルン）に設ける。 

各期サイト数 第 1 期：2 サイト、第 2 期：1 サイト、第 3 期：1 サイト、第４期：1 サイト 

図３－１ 施工監理体制組織表 

 

３－２－４－５ 品質管理計画 

品質管理は、設計図書及び施工監理計画書に定める項目に従い、施工計画書・施工図・

見本品の確認、各種試験の実施、現場立ち会い検査等を行う。表３－１１は躯体工事段階

における主な品質管理項目の一覧である。 

表３－１１ 躯体工事段階の主な品質管理項目 

工事 品質管理項目 検査方法 検査頻度 

土工事 床付面確認 目視 根切完了時各サイト 

鉄筋材料 ミルシート照合 

引張強度試験 

ロット毎 

サイズ毎 

配筋 配筋検査 コンクリート打設前 

鉄筋・型枠工事 

型枠 型枠検査 同上 

材料 セメント：試験成績表 

骨材：粒度試験 

水：水質試験 

配合計画時 

試験練り 諸性能の確認 コンクリート種類別 

打設 スランプ、コンクリート温度、
空気量、塩化物 

打設部位別 

コンクリート 工事 

強度 供試体による圧縮試験 打設部位別 

 

本  社 

各担当者 

施工業者管理本部 

日 本 人 技 術 者 

 

ローカル技術者 

 

コンサルタント監理本部 

日 本 人 技 術 者  

 

ローカル技術者 

 

本  社

各担当者

施工業者サブ基地 

日 本 人 技 術 者 

 

ローカル技術者 
 

コンサルタントサブ基地 

 

ローカル技術者 
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ブ国においてはコンクリートの強度試験を実施できる公共機関はティンプーにしかない。

各サイトからティンプーまでの距離や道路事情を考慮すると、コンクリート供試体をその

都度ティンプーまで運搬することは現実的ではないため、施工業者が簡易型のコンクリー

ト圧縮機を調達して各サイトに設置し、コンサルタントの立ち会いの下で圧縮試験を行い、

品質管理を行う。 

 

３－２－４－６ 資機材調達計画 

本プロジェクトの場合、躯体材料については、セメント、骨材、家具はブ国製品の調達

が可能であるが、それ以外の資材は全てインド等の近隣国製品を調達することになる。 

調査の結果を踏まえて、本プロジェクトでは次ページの建築資機材調達リストのように材

料を調達する。ブ国にて生産されている資機材は、品質を検討した上で最優先で採用する。

(表３－１２参照) 
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表３－１２ 建築資機材及び教育機材調達リスト 

資 機 材 調達地 生産地 備    考 

（建築工事） 

セメント プンツォリン ブ国 市場流通品、量・質ともに問題なし 

コンクリート骨材 
ティンプー、 

プンツォリン 
ブ国 市場流通品、量・質ともに問題なし 

石材 
ティンプー、 

プンツォリン 
ブ国 市場流通品、量・質ともに問題なし 

鉄筋 プンツォリン インド 市場流通品、量・質ともに問題なし 

鉄骨 プンツォリン インド 市場流通品、量・質ともに問題なし 

型枠材 プンツォリン ブ国 市場流通品、量・質ともに問題なし 

屋根材 プンツォリン インド 市場流通品、量・質ともに問題なし 

木材・木床・木製建具 プンツォリン ブ国 市場流通品、量・質ともに問題なし 

内外装材 プンツォリン ブ国、インド 市場流通品、量・質ともに問題なし 

金属建具・建具金物 プンツォリン インド 市場流通品、量・質ともに問題なし 

ガラス プンツォリン インド 市場流通品、量・質ともに問題なし 

塗装材料・防水材料 プンツォリン インド 市場流通品、量・質ともに問題なし 

（家具工事） 

家   具 プンツォリン ブ  国 自国調達木材にて生産 

(電気設備工事) 

配電盤類 

電線・ケーブル 

コンジットパイプ 

照明器具 

プンツォリン インド 市場流通品、量・質ともに問題なし 

(給排水衛生工事) 

亜鉛ﾒｯｷ鋼管 

バルブ、配管付属品 

受水槽 

厨房機器 

衛生陶器 

電気温水器 

プンツォリン インド 
市場流通品、量・質ともに問題なし 
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３－２－４－７ 実施工程 

本プロジェクトの実施工程は無償資金協力の仕組みに沿った日本国側、ブ国側によるそ

れぞれの負担工事及び所要手続きが遅延なく行われることを前提とする。両国間で交換公

文(E/N)締結後に、詳細設計、入札・契約、施工・資機材調達の 3段階で実施される。  

 

（１）詳細設計段階 

コンサルタントは基本設計に基づき、詳細設計を行う。その内容は詳細設計図、仕様

書、数量書等の作成である。詳細設計期間中の必要な時点でブ国政府側関係機関と打ち

合わせを行い、最終成果品の承認を得て入札段階に進む。これに要する作業期間は 3.5ヶ

月と予想される。 

 

（２）入札・契約段階 

詳細設計段階終了後、日本において入札参加資格事前審査(Pre-qualification, P/Q)が行

われる。審査結果に基づき、相手国実施機関である教育省が、入札参加業者を招集し、

関係者立会いの下に入札を行う。最低価格を提示した入札者が、その入札内容が適正で

あると評価された後に落札者となり、教育省と工事契約を取り交わす。これに要する作

業期間は 2.0ヶ月と予想される。 

 

（３）施工・資機材調達段階 

日本国政府による工事契約の認証後、工事着工する。ブ国側負担工事、資機材調達が

円滑に実行されれば、本計画の施設規模から判断して、その工期は 14～16ヶ月と見込ま

れる。以上のスケジュールを図３－２に示す。 
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３－３ 相手国側分担事業の概要 

以下の事項は、日本国の無償資金協力により本計画が実施される上で、ブ国側の負担に

より実施されることが、基本設計調査における協議議事録において合意署名されている。 

（１） 本プロジェクトに必要な資料、情報を日本国側へ速やかに提供すること。 

（２） 本プロジェクトに必要な土地を用意し、そこに学校を建設する権利を確保すること。 

（３） 建設工事の着工に先立ち、土地造成用重機、建設資材運搬用トラック等の工事車両

が計画サイトへ年間を通じて安全意通行できるよう、アクセス道路を整備・確保す

ること。 

① No.5 Pakshika MSS（パクシカ）については、最寄りの道路から建設計画サイ

トへ至る車両アクセス道路がないため、約 150ｍの道路を建設すること。 

② No.3 Kabjisa MSS（カブジサ）、No.5 Pakshika MSS（パクシカ）については、

計画サイトへのアクセス道路の一部が雨期になるとぬかるんで車両の通行が困

難となるため、砂利を敷設して雨期の通行を可能とすること。 

（４） 建設工事の着工に先立ち、サイト内にある建設に障害となる既存建物、障害物の撤

去、電線移設を行うこと。（表３－１３参照） 

① No.3 Kabjisa MSS（カブジサ）、No.13 Chukha HSS（チュカ）については、

建設工事の着工に先立ち、既存建物及びそれらの基礎を撤去すること。 

② No.1 Phobjikha MSS（ポブジカ）、No.3 Kabjisa MSS（カブジサ）、No.13 

Chukha HSS（チュカ）については、不要となった水道管を撤去すること。さ

らに、No.13 Chukha HSS（チュカ）は不要となった受水槽を撤去すること。 

③ No.3 Kabjisa MSS（カブジサ）については、既存電線及び電柱を移設すること。 

（５） No.3 Kabjisa MSS（カブジサ）については、工事期間中の仮設教室を用意すること。 

（６） 完工時までに工事サイトへ設備インフラストラクチャーの引込みを行うこと。 

① 上水 

ブ国側は、水源である湧水、小川、表層水について水質検査を行い、各計画サ

イトまで水道管を敷設し、日本国側が用意する受水槽に接続する。 

② 電力 

ブ国側は、最寄りの電力供給箇所より、日本国側がサイト内に設置する引込み

柱まで電力を引き込む。ブ国側はさらにこの引込み柱に積算電力計を設置し、

受電申請を電力局へ行う。 

    ③ 電話 

日本国側工事としては実施しない。 

（７） 日本の銀行への銀行取極め締結（Bank Arrangement: B/A）及び支払い授権書

（Authorization to Pay: A/P）発給に伴う手数料を負担すること。 
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（８） 本プロジェクト実施のために必要な環境アセスメント、建設許認可、その他工事に

必要な全ての許認可を取得すること。 

（９） 無償資金協力により調達される本プロジェクト用の資機材が、隣国との国境におい

て速やかに通関し、国内輸送されるようにすること。 

（１０） 認証された契約に基づき、本プロジェクトに関わる日本の法人及び私人に対し、ブ

国内で課せられる課税、国内税、その他財政課徴金に対する免税手続きを取ること。 

（１１） 認証された契約に基づき、本プロジェクト実施に関わる日本の法人及び私人が業務

を遂行及び実施するためにブ国への入国・滞在の必要がある場合、これに必要な便

宜を与えること。 

（１２） 完工後の施設に必要なサイト内道路、歩行者用道路、中庭、バスケットボールコー

ト、サッカー場、造園、門塀、その他の付属的な外構工事を実施すること。 

（１３） 無償資金協力により建設される本プロジェクトの施設及び調達機材の適正かつ効果

的な活用、維持管理を行うこと。 

（１４） 無償資金協力の範囲外で本プロジェクトの実施に必要な全費用を負担すること。 

（１５） 本プロジェクトの実施に伴い、第三者及び近隣住民との間に発生する可能性のある

諸問題の調整と解決を図ること。 
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３－４ プロジェクトの運営・維持管理計画 

３－４－１ 運営計画 

表３－１４に、本プロジェクトの実施に伴い新たに配置すべき教員数を不足教員数とし

てまとめる。不足教員数の算出にあたり、初等教育レベルはクラス担任制、中等教育レベ

ルは教科担任制を前提とする。初等教育レベルは、新設校である No. 5 Pakshikha MSS（パ

クシカ）を除く既存校 2校（No. 1 Phobjikha MSS（ポブジカ）、No. 3 Kabjisa MSS（カ

ブジサ））については生徒数の増加を想定していないので、供与後の設置クラス数を既存ク

ラス数と同じとし、不足教員数はないものとする。また No. 5 Pakshikha MSS（パクシカ）

については、7学年それぞれ 1クラスずつに教員 1名を配置するものとする。 

一方、中等教育レベルについては「教員 1人当りが担当する週コマ数が 32を超えない」

とするブ国の基準に則り、教科ごとに週 32コマまでは教員 1名、64コマまでは 2名、96

コマまでは 3 名、128 名までは 4 名配置するものとする。具体的には、各対象校の供与後

の設置クラス数とカリキュラムに定められた各教科の週当り授業実施コマ数より、各校全

体の教科別週コマ数を算出した上で、上記基準に照らして必要教員数を算出する。但し、

既存校については必要教員数より既存教員数を差し引いた数を新たに配置すべき不足教員

数とする。 

表３－１４ 本プロジェクト実施により新たに必要となる教員数 

供与後設置クラス数 既存教員数 不足教員数 
学校名 

初等 中等 計 初等 中等 計 初等 中等 計 

No. 1 Phobjikha MSS 

（ポブジカ） 
14 6 20 10 0 10 4 17 21 

No. 3 Kabjisa MSS 

（カブジサ） 
11 9 20 11 3 14 0 19 19 

No. 5 Pakshikha MSS 

（パクシカ） 
7 9 16 0 0 0 7 22 29 

No. 9 Kanglung MSS 

（カンルン） 
0 20 20 0 14 14 0 22 22 

No. 13 Chukha HSS 

（チュカ） 
0 23 23 0 24 24 0 14 14 

合計 32 67 99 21 41 62 11 94 105 

＊ No1. Phobjikha MSS（ポブジカ）は既存校であるが、現状で既に不足している 4名の初等教育レベル教員を施設

供与後には充足するものとする。 

 

教育セクター戦略にあたる「人的資源開発マスタープラン」により 2012年までの必要教

員数が算出されているブ国では、必要人数分の教員給与が政府予算として確保されるとと

もに、教員養成校の定員を増やしたり、教員配置についても外国籍教員の採用や 1 年間の

見習い教員の派遣のほか（１－１－１（６）参照）、教員給与の段階的上昇（30％+15％）
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の方策を講じるなど積極的な教員増員政策を推進しており、本プロジェクトの対象校にお

ける教員の確保に実質上問題はない。但し、施設の引渡し後に各対象校で授業等の学校活

動が円滑に開始されるよう、時期を見据えた教員採用・配置が行われるよう留意する必要

がある。 

 

３－４－２ 維持管理計画 

ブ国では、既存施設の維持管理のうち清掃や軽微な修理は学校レベルで行われることに

なっているのに対し、大規模な施設改修については学校が必要に応じて予算申請を行うこ

とになっている。しかしながら、そうした学校施設の維持管理・修繕に係る予算は、施設

や機材に対する「日常修繕費」と「大規模改修費」がそれぞれ教育予算項目の中に設定さ

れているものの、その額及び予算全体に占める割合は非常に限られており、学校が適切な

施設維持管理を実施するために必要な予算が十分に確保されているとはいえない。表３－

１５をみると、特に教育施設が絶対的に不足している同国の現状を解消するため、施設建

設に高いプライオリティを置いている教育事情を背景として、初等教育施設建設には予算

の 18.4％、中等教育施設には 21.8％が分配されているのに対し、日常修繕費・大規模改修

費については初等・中等教育ともにその予算に占める割合が低いことがわかる。また軽微

な施設修繕については、学校レベルで徴収が認められている学校開発費（School 

Development Fund: SDF）5の一部も当てられているが、その額は十分とはいえない。 

表３－１５ 教育予算における日常修繕費と大規模改修費の割合 

日常修繕費  

施設 機材 
大規模改修 施設建設 

初等教育 1.3% 0.2% 4.2% 18.4% 

中等教育 1.5% 0.5% 1.5% 21.8% 

（出典）教育省資料より自主作成 

 

こうした現状から判断して、本プロジェクト対象校における供与施設（及び既存施設）

が長期的に維持管理されるためには、施設建設だけでなく日常修繕や大規模改修にも一定

額の予算が適切に確保される必要がある。また、多くの学校では既存施設の損傷や老朽化

が著しいにも関わらず、軽微な修理も適切に実施されていない現状がみられたほか、清掃

活動の実施状況や施設の清掃状態にも学校によってばらつきがあった。こうした日常的な

維持管理活動が学校レベルで持続的に実施されるためには、教育省や地方教育担当官を通

じた、学校関係者の学校施設に対するオーナーシップ及び施設維持管理の重要性の理解を

より促すための恒常的な働きかけ、またトイレ施設の使用と維持管理活動の実施について

適切な指導の徹底が不可欠である。 

                                                   
5 年間生徒 1 人当り初等教育レベルで 30 ヌルタム（約 60 円）、前期中等教育レベルで 100 ヌルタム（約

200 円）、中・後期中等教育レベルで 200 ヌルタム（約 400 円）の徴収が認められている。 
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３－５ プロジェクトの概算事業費 

３－５－１ 協力対象事業の概算事業費 

本プロジェクトを日本の無償資金協力で実施する場合に必要となる概算事業費は、約

17.8 億円となり、先に述べた日本とブ国との負担区分に基づく双方の負担費用の経費内訳

は、下記（３）に示す積算条件によれば、次のとおり見積もられる。尚、下記の概算事業

費は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

（１）日本国側負担経費 

概算総事業費      約1,782.6百万円 

No.1 Phobjikha MSS（ポブジカ）：20教室   （建築延べ床面積 5,771.02 ㎡） 

費目 概算事業費（百万円） 

１．教育ゾーン 150.9 

２．多目的ゾーン 71.5 

３．居住ゾーン 187.1 

施設建設 

４．家具・備品 10.3 

419.8 

実施設計・施工監理・技術指導 80.4 

概算事業費（小計）    約 500.2 百万円 

No.3 Kabjisa MSS（カブジサ）：20教室    （建築延べ床面積 2,763.45 ㎡） 

費目 概算事業費（百万円） 

１．教育ゾーン 174.7 

２．多目的ゾーン - 

３．居住ゾーン 42.6 

施設建設 

４．家具・備品 4.5 

221.8 

実施設計・施工監理・技術指導 68.3 

概算事業費（小計）    約 290.1 百万円 

No.5 Pakshikha MSS（パクシカ）：16教室   （建築延べ床面積 6,133.29 ㎡） 

費目 概算事業費（百万円） 

１．教育ゾーン 129.7 

２．多目的ゾーン 64.9 

３．居住ゾーン 192.7 

施設建設 

４．家具・備品 12.0 

399.3 

実施設計・施工監理・技術指導 75.1 

概算事業費（小計）    約 474.4 百万円 
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No.9 Kanglung MSS（カンルン）：12教室    （建築延べ床面積 1,336.40 ㎡） 

費目 概算事業費（百万円） 

１．教育ゾーン 91.7 

２．多目的ゾーン - 

３．居住ゾーン 55.3 

施設建設 

４．家具・備品 1.4 

148.4 

実施設計・施工監理・技術指導 34.7 

概算事業費（小計）    約 183.1 百万円 

No.13 Chukha HSS（チュカ）：8教室     （建築延べ床面積 3,867.62 ㎡） 

費目 概算事業費（百万円） 

１．教育ゾーン 66.4 

２．多目的ゾーン 63.1 

３．居住ゾーン 117.0 

施設建設 

４．家具・備品 8.2 

254.7 

実施設計・施工監理・技術指導 80.1 

概算事業費（小計）    約 334.8 百万円 

 

（２）ブ国側負担経費                        

費目 経費(1,000 Nu) 円換算（百万円） 

道路整備 6,692 16.0 

障害物撤去    1,254 3.0 

インフラ引き込み工事等 2,857 6.8 

(運動場整備) (497,449) (1,191.7) 

 合計（1,000 Nu） 10,803 25.8 

   為替交換レート：1円 = 0.417Nu 

 

（３）積算条件 

上記の金額は、以下の積算条件に基づいて算定された。 

a) 積算時点：2004年 11 月 

b) 為替交換レート：1.00US$ = 111.04円 = 46.35Nu 

c)  施工期間 2005年 11 月より 2010年 3 月まで 

d) 本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力の制度に従って実施されるものとする。 
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３－５－２ 運営･維持管理費  

３－５－２－１ 運営費 

運営費（電気代、水代、下水代、人件費）に関しては、本プロジェクトにより施設及び

機材が整備された場合に、増額となるブ国側の負担額は次のように算出される。 

（１）電気代 

電気料金は従量制（0.6Nu/kwh）であるため、施設別の予想電力量から計算する。施設

毎の電力電使用時間は日照時間により１年を 2 季に分けた想定とする。 

表３－１６ 施設別予想電力量 

想定電力使用時間（h） 
施設名 

1時間当たりの 

使用電力量(kw/h) 秋分から春分 春分から秋分 

４教室棟 10.5 1 0 

８教室棟 20.9 1 0 

１０教室棟 26.0 1 0 

トイレ 0.4 1 0 

管理・図書室棟 21.6 3 1 

実験棟 62.0 1 0 

多目的ホール 35.0 1 0 

厨房・食品庫 27.8 7 6 

生徒寮 96人用 28.0 7.5 4.5 

生徒寮 64人用 20.0 7.5 4.5 

校長宿舎 9.5 7.5 4.5 

寮監宿舎 15.3 7.5 4.5 

教員宿舎 44.5 7.5 4.5 

 

（２）水代、下水代 

本プロジェクト対象校の水源は全て湧水、小川、表層水であるため、公共水道料金は発

生しない。また本プロジェクト対象校の汚水処理方式は全て浄化槽を経て地中に浸透する

方式であるため、公共下水道料金は発生しない。 

（３）人件費 

本プロジェクトの実施に伴い、教員に加えて各校に事務員、理科実験アシスタント、司

書をそれぞれ 1名ずつの計 3名、及び寮設備を伴った学校には料理人を生徒 60人に 1人の

割合で、また通学校には用務員を 1 名配置する必要が生じる。表３－１７に各対象校にお

けるプロジェクト実施後に確保すべき増員教員及びスタッフ数をまとめる。 
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表３－１７ 増員教員及びスタッフ数 

増員教員数 学校名 
初等レベル 中等レベル 

増員スタッフ 

No. 1 Phobjikha MSS （ポブジカ） 4 17 7 

No. 3 Kabjisa MSS （カブジサ） 0 19 1 

No. 5 Pakshikha MSS （パクシカ） 7 22 10 

No. 8 Kanglung MSS （カンルン） 0 22 0 

No. 13 Chukha HSS （チュカ） 0 14 0 

計 11 94 18 

 

３－５－２－２ 維持管理費 

本プロジェクトにより整備される施設の維持管理を長期的に見た場合、次のような費用

項目が想定される。 

① 建物の老朽化に対する維持管理 

＊ 外壁の汚れ（外壁の塗り替え） 

＊ 内壁・天井の塗装材の退色（内壁・天井の塗装） 

＊ 屋根材の腐食（屋根の塗装） 

＊ 黒板の退色（塗り替え） 

＊ 照明器具の球切れ（管球取替え） 

② 建物の破損に対する維持管理 

  ＊ ドアの破損 

  ＊ ガラスの破損 

  ＊ トイレの器具破損 

  ＊ 家具の破損 

  ＊ スイッチ・コンセントの破損 

  ＊ 給排水設備の破損 

  ＊ 厨房設備の破損 

ブ国では、①の軽微な修理については経常予算の中の「日常修繕費」、②の大規模な修繕・

改修については資本予算の中の「大規模改修費」として計上される。しかし、本プロジェ

クトでは維持管理費が最小となるよう建築設計に十分考慮がなされており、短期的に大規

模な修理は必要ないため、当面の間、維持管理費は発生しないものとする。 
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３－５－２－３ 運営・維持管理費の集計 

本プロジェクトの実施による計画対象校 5 校における年間の維持管理費と運営費の増加

試算額を表３－１８に示す。本プロジェクト実施後の運営・維持管理費の増加分は、5校が

属す 4 県の 2004年度支出合計の約 12.0％にあたると試算される。この大半は人件費である

が、４－１運営計画で述べたようにブ国では現在積極的な教員増員政策を推進しており、

教員給与も政府予算として確保されている。 

表３－１８ 本プロジェクトによる年間運営・維持管理費の増加 (1,000Nu) 

項  目 
5 校分の年間維持管

理・運営費の増加分

2004 年度の対象 

4 県の支出計 

維持管理・運営費増加分の

2004 年度支出に対する比率

電気使用費 903 1,550 58.2％ 

人件費 17,805 153,810 11.6％ 

合計 18,708 155,360 12.0％ 
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第４章 プロジェクトの妥当性の検証 

４－１ プロジェクトの効果 

 

（１） 直接効果 

① ブ国における教育施設キャパシティの拡大 

本プロジェクトでは、ブ国の著しい教育施設不足を緩和するため、5 校 76 教室の建設を

行うことにより、2,736 人の生徒を収容可能な教育施設が新たに整備される1。 

② 対象教育レベルに変更のない対象校における学習環境の改善 

本プロジェクトでは、既存校 2 校（No.9 Kanglung MSS（カンルン）、No.13 Chukha HSS

（チュカ））において新たに 20 教室を建設することにより、この 2 校の使用可能教室数が

18 教室から 38 教室に増え、本プロジェクトが完了する 2009 年度には１教室当り生徒数は

158 人から 75 人に減少することになる2。これにより、老朽化等により使用不可能となった

教室を利用することなく過密が緩和され、より望ましい学習環境における授業の実施が可

能となる。 

③ 新設校および対象教育レベル拡大校における教育へのアクセス拡大 

本プロジェクトの実施を通じて、既存校である No.1 Phobjikha MSS（ポブジカ）と No.3 

Kabjisa MSS（カブジサ）の対象教育レベルがそれぞれ PS、LSS レベルから MSS レベル

にまで拡大することにより、これまで別の地域の学校に寄宿生として進学せざるを得なか

った生徒に対する教育へのアクセスが改善される。また、これまで教育施設のなかった地

域に新たに No.5 Pakshikha MSS（パクシカ）（新設校）を建設することにより、そのほと

んどが未就学であった周辺地域の生徒のうち、少なくともパクシカ村に住む 250 人の小学

生および 143 人の中学生の教育へのアクセスが拡大する。 

④ 寮施設を伴った対象校における生活環境の改善 

本プロジェクトの対象校のうち寮施設を伴う 3 校（No.1 Phobjikha MSS（ポブジカ）、

No.5 Pakshika MSS（パクシカ）、No.13 Chukha HSS（チュカ））において、各対象校の

教室数に応じた適切な数の寮施設を整備することにより、中等教育レベルの寮施設の絶対

的不足を緩和するとともに、寮生のための快適な生活環境が整備される。現在ガレージ等

を転用して女子寮として利用している No.13 Chukha HSS（チュカ）については、劣悪な

環境下での生活を余儀なくされている女子生徒の生活環境が改善される。また、教育省標

準設計では別棟となっている生徒寮のトイレを居室と一体化させることにより、特に女子

生徒が夜間、建物の外に出る不安を感じることなくトイレ施設が利用できるようになる。 

                                                   
1 1教室 36人を前提として、76教室（建設教室数）×36人/教室＝2,736人となる。 
2 1教室当り生徒数＝2009年度の予測生徒数÷使用可能普通教室数 
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（２） 間接効果 

① 通学時間の短縮による時間の有効活用 

本プロジェクトの実施により、これまで居住地区外の学校へ通学していた生徒の通学時

間が短縮され、これまで十分な時間を割くことが難しかった自宅学習や農作業あるいは家

事の手伝い等に、通学前あるいは帰宅後の時間を有効に活用できるようになる。 

② ブ国における教育水準の向上 

本プロジェクトの実施を通じて、PSレベルを対象とする学校が全国で90校から93校に、

LSS レベルは 77 校から 81 校に、MSS レベルは 29 校から 34 校に、HSS レベルは 16 校

から 17 校に増加することにより、ブ国のける人材育成と開発が促進され、『第 9 次 5 ヵ年

計画』に貢献する。 

 

４－２ 課題・提言 

本プロジェクトはその裨益効果が十分期待できるとともに、広く対象地域住民のベーシ

ック・ヒューマン・ニーズ（BHN）の充当に寄与するものであるが、本プロジェクトのよ

り大きな裨益効果を発現させるため、以下の点があわせて改善、整備されることが望まし

い。 

 

①行政による学校施設維持管理活動の実施指導およびモニタリング 

本プロジェクトでは、各対象校において適切な施設維持管理活動が定期的かつ継続的に

実施されることが期待されている。しかしながら、現地調査では既存施設の維持管理につ

いて、その損傷や老朽化が著しいにもかかわらず適切な処置が施されていない施設がほと

んどであり、トイレ施設については適切な清掃活動が行われていない現状が多く観察され

た。こうした現状を踏まえ、今後、対象校における本プロジェクトの供与施設ならびに既

存施設が適切に維持管理されるためには、これまで高いプライオリティが置かれがちであ

った大規模改修だけでなく、日常的な維持管理活動についても必要な予算配分を適切に行

うとともに、県レベルの教育事務所が中心となって定期的に学校を巡回し、維持管理活動

の実施状況のモニタリングや必要に応じた活動の運営・技術指導を行う必要がある。 

 

②学校運営維持管理の主体である学校運営理事会（SMB）の設立、再編・能力強化 

ブータン国における学校運営維持管理の主体である学校運営理事会（School 

Management Board: SMB）について、その形態は学校の規模や寮設備の有無等によって

相違があるものの、本プロジェクトによる供与施設を適切に維持管理していくために、SMB

の設立は不可欠である。新設校（No.5 Pakshikha MSS（パクシカ））における SMB の設
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立に加え、対象教育レベルが拡大する 2 校（No.1 Phobjikha MSS（ポブジカ）、No.3 Kabjisa 

MSS（カブジサ））において既存組織の再編とその能力強化があわせて求められる。 

 

③新設校の立ち上げ 

本プロジェクト対象校のうち新設校である No.5 Pakshikha MSS（パクシカ）において、

供与後の学校運営がスムーズに開始されるよう、校長を始めとする教員の配置やスタッフ

の雇用、前述した学校運営委員会の設立などの準備作業が滞りなく進められる必要がある。 

 

４－３ プロジェクトの妥当性 

本プロジェクトは４－１に記した効果が期待でき、また以下の理由により我が国の無償

資金協力による協力対象事業の実施が妥当であると判断される。 

 

① 本プロジェクトの裨益対象は、対象地域の住民、生徒、教員を含む一般の国民である。 

② 本プロジェクトのプロジェクト目標は、対象地域における教育環境の改善と教育へのア

クセスの改善であり、我が国の無償資金協力の BHN、教育および人造りといった目的

に合致する。 

③ 本プロジェクトは、山岳国家であるブ国独特の地理的・社会的条件下において必要とさ

れる、食住にも対応した生活空間と一体化した教育施設として、最低限のコンポーネン

トである教室、実験室、図書室、管理諸室、多目的ホール、厨房・食品庫、生徒寮、校

長宿舎、教員宿舎、寮監宿舎、トイレを供与するものであり、ブ国側が運営維持管理を

実施するにあたり、過度に高度な技術等を必要とせず、自助努力による資金と人材、技

術で賄うことができるものである。 

④ 本プロジェクトは、ブ国政府が『第 9 次 5 ヵ年計画（2002-2007）』において主要目標

として掲げている「LSS（8 学年）から MSS（10 学年）への基礎教育の延長」の達成

に資するものである。 

⑤ 本プロジェクトは、投資に対する長期的かつマクロ的観点からの経済効果は期待される

ものの、プロジェクトの実施に伴う直接的な収益をあげるものではない。 

⑥ 本プロジェクト実施に伴う環境に対する負の影響がほとんどない。 

⑦ 我が国の無償資金協力の制度により、特段の困難なくプロジェクトの実施が可能である。 

 

４－４ 結論 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されるとともに、広く地域住民のBHN

の向上に寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して我が国の無償資金協

力を実施することの妥当性が確認される。それに加えて、４－２に記した課題・提言が実

施（あるいは改善）されれば、本プロジェクトの目標は効果的に達成しうると考えられる。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 



 

１．調査団員・氏名 

基本設計調査団（平成 16 年 10 月 5 日～平成 16 年 11 月 13 日） 

名前 団役職 所属 

蔵方 宏 統括 
国際協力機構無償資金協力部 

業務第一グループ長 

坪池 明日香 計画管理 
国際協力機構無償資金協力部 

業務第一グループ教育チーム 

横山 章 業務主任/建築計画 株式会社毛利建築設計事務所 

東谷 あかね 教育計画/社会環境Ⅰ 株式会社毛利建築設計事務所 

道川 久文 建築設計Ⅰ 株式会社毛利建築設計事務所 

粂川 伸司 建築設計Ⅱ 株式会社毛利建築設計事務所 

金子 治男 施工･調達計画/積算 株式会社毛利建築設計事務所 

工藤 洋靖 業務調整/建築設計Ⅲ 株式会社毛利建築設計事務所 

藤本 正夫（自主補強） 施工計画 株式会社毛利建築設計事務所 

小野 弓子（自主補強） 教育計画/社会環境Ⅱ 株式会社毛利建築設計事務所 

 

基本設計調査概要説明調査団（平成 17 年 2 月 22 日～平成 17 年 3 月 3 日） 

名前 団職名 所属機関 

杉本 充邦 総括 
国際協力機構ブータン駐在員

事務所主席駐在員 

坪池 明日香 計画管理 
国際協力機構無償資金協力部 

業務第一グループ教育チーム 

横山 章 業務主任/建築計画 株式会社毛利建築設計事務所 

道川 久文 建築設計 I 株式会社毛利建築設計事務所 

金子 治男 施工・調達計画/積算 株式会社毛利建築設計事務所 

 



２．調査日程

基本設計調査

官団員
業務主任／

建築計画
建築設計1 業務調整

教育計画／

機材計画
建築設計2

施工･調達計

画／積算

施工計画

（自主補強）

教育計画

（自主補強）

- a c f b d e ｇ ｈ
蔵方/坪池 横山 道川 工藤 東谷 粂川 金子 藤本 小野
11日間 40日間 40日間 40日間 36日間 40日間 26日間 13日間 20日間

1 10月5日 火

2 10月6日 水

3 10月7日 木 積算関連調査 施工計画調査 ｂに同行

4 10月8日 金 同上 同上 同上

5 10月9日 土 同上 同上 同上

6 10月10日 日 同上 同上 同上

7 10月11日 月 同上 同上 同上

8 10月12日 火 同上 成田発 同上 同上

9 10月13日 水 同上 パロ着 同上 同上

10 10月14日 木 パロ発デリー着 同上 aに同行 同上 同上

11 10月15日 金 成田着

12 10月16日 土 パロ発 同上

13 10月17日 日 成田着 資料整理

14 10月18日 月 積算関連調査 ｂに同行

15 10月19日 火 同上 同上

16 10月20日 水 同上 同上

17 10月21日 木
ﾃｨﾝﾌﾟｰへ

移動（午後）
同上

ﾃｨﾝﾌﾟｰへ
移動（午後）

18 10月22日 金 建築関連調査 同上 教育関連調査

19 10月23日 土 同上 同上 パロ発

20 10月24日 日 資料整理 資料整理 成田着

21 10月25日 月 教育省協議 積算関連調査

22 10月26日 火 同上 同上

23 10月27日 水 同上 同上

24 10月28日 木 建築関連調査 同上

25 10月29日 金 同上 同上

26 10月30日 土 同上 同上

27 10月31日 日 資料整理 資料整理

28 11月1日 月 教育省協議 積算関連調査

29 11月2日 火 同上

30 11月3日 水 教育関連調査

31 11月4日 木 同上

32 11月5日 金 同上 積算関連調査 パロ発

33 11月6日 土 同上 同上 成田着

34 11月7日 日

35 11月8日 月 パロ発 積算関連調査

36 11月9日 火 成田着 同上

37 11月10日 水 aに同行

38 11月11日 木 団内会議

39 11月12日 金 パロ発

40 11月13日 土 成田着

基本設計概要説明調査

官団員 官団員
業務主任／

建築計画
建築設計1

施工・調達計

画／積算

杉本 坪池 横山 道川 金子
10日間 10日間 10日間 10日間

1 2月22日 火

2 2月23日 水

3 2月24日 木 積算関連調査

UNICEF協議 同上

同上

5 2月26日 土 同上

6 2月27日 日
積算関連調査

同上

8 3月1日 火

9 3月2日 水

10 3月3日 木

7 2月28日 月

4 2月25日 金

サイト調査(Changjiji/LGSF工法)

同上 (No.7 Bartsham)

資料整理・団内会議

パロ発(11:30)→バンコク発（23:10）

同上

教育省協議・補足調査

団内会議

資料整理

同上

同上

日時

サイト視察（Chanjiji LSS、 RK PS)、ミニッツ協議

サイト視察（Drukgｙeｌ HSS)

サイト視察（Kabjisa LSS、Kuruthang LSS)

UNICEF訪問、教育省協議

教育省表敬、財務省表敬

成田発(16:55)→バンコク着(21:25)

バンコク発(6:50)→パロ着(11:10)、ティンプーへ移動、JICA事務所表敬

教育省協議、JICA事務所報告

日時

成田着(7:30)

同上 (No.15 Autsho)

同上 (No.9 Kanglung)

移動日

移動日

UNICEF協議・補足調査

教育省協議・補足調査

サイト調査 (No.2 Genekha)

成田→ﾊﾞﾝｺｸ

ﾊﾞﾝｺｸ→ﾊﾟﾛ

資料整理

積算関連調査

教育大臣表敬、教育省協議

ミニッツ署名、JICA事務所報告

サイト調査 (No.6 Tangsibi)

同上 (No4. Bitekha)

同上 (No.10 Ｍｉｎｊｅｙ)

移動日

サイト合同調査 (No.13 Chukha)

サイト調査 (No.8 Lango）

同上 (No5. Ｐａｋｓｈｉｋｈａ)

サイト調査 (No.14 Gyelposhing)

同上 (No.12 Tsirang)

同上 (No.3 Kabjisa)

同上 (No.11 Buli)

同上 (No.1 Phobjikha)

移動日

団内協議、教育省協議

SPBD協議

教育省協議

成田発(10:45)→バンコク着(21:25)

パロ着(10:10)、教育省・ＪＩＣＡ事務所表敬

デリー（00:05）→バンコク（08:20)→成田着（16:00）

ミニッツ署名・JICA報告

パロ発(09:30）→デリー着（12:30）在インド日本大使館報告

資料整理/団内協議

財務省(DADM)表敬 SPBD協議

教育省ミニッツ案協議



 

３．関係者（面会者）リスト 

 

Ministry of Education（教育省） 

Mr. Lyonpo Thinley Gyamtsho  Minister 

Mr. Pema Thinley   Secretary 

Mr. Thewang Tandin   Director, Department of School Education 

Mr. Karma Yeshey  Joint Director, Department of School Education 

Mr. Singye Namgyel Joint Director, Department of Adult & Higher 

Education 

Mr. Karma L. Dorji  Joint Director, SPBD(School Planning & Building 

Division) 

Mr. Pasang Dorji   Project Engineer, SPBD 

Mr. Neten Wangchuk  UNICEF Project Engineer, SPBD 

Mr. Jambay Wangchuk   Deputy Secretary, Policy & Planning Division 

Mr. Shinge Namgyel Dorji Planning Officer, Policy & Planning Division 

Mr. Dawa Wangchuk  Planning Officer, Policy & Planning Division 

Mr. Dochu   Planning Officer, Policy & Planning Division 

Mr. Thinley Rinzin  Planning Officer, Policy & Planning Division 

Mr. Karma Lhendup  Statistician, Policy & Planning Division 

Mr. Sonam Tshering Head of Personnel Division, Administration & 

Finance Division 

Mr. Chimmi Jantsho Personnel Officer, Administration & Finance 

Division 

Mr. Thewang Dorji  Finance officer, Administration & Finance Division 

 

Ministry of Finance（財務省） 

Mr. Nima Wangdi  General Director 

Mr. Phuntsho Wangyel   Program Officer, Department of Aid & Debt 

Mr. Tashi Dorji   Assistant Program Officer, Department of Aid & Debt  

 

National Institute of Education: NIE（国立教員養成大学） 

Ms. Jagar Dorji   Director, NIE Paro 

 

District (Dzongkhag) Administration Office（県行政局） 

Mr. Dawala   Governor, Chukha 

 



 

District (Dzongkhag) Educational Officer（県教育局） 

Ms. Kinley Pem    DEO (District Educational Officer), Punakha 

Mr. Wangchuk Namgyel  DEO, Paro 

Mr. Tshewang Rinzni  DEO, Chukha 

Mr. Chimi Dorji   DEO, Tsirang 

Mr. Lekey Tshering  Assistant DEO, Wandue Phodrang 

Mr. Ngawang Dorji  Assistant DEO, Trongsa 

Mr. Dorji Wangdi   Assistant DEO, Zhemgang 

Mr. Rinzin Wangdi  DEO, Mongar 

Mr. Kenley Gyeltshen  DEO, Lhuentse 

Mr. Figme Yaagtsi  DEO, Trasigang 

Mr. Sonam Tshering  DEO, Thimphu 

 

Ministry of Trade and Industry（貿易産業省） 

Mr. Karma P. Dorji National Project Manager, Rural Electrification 

Project, Department of Energy 

Mr. Kiyoshi HIRATA JICA Expert for Micro Hydro Power, Department of 

Energy 

 

National Environment Commission（国家環境委員会） 

Mr. Karma C. Nyedrup  Deputy Director 

 

UNICEF Bhutan Office（ユニセフブータン事務所） 

Mr. Pawan Kucita   Project Officer, Education 

Mr. Pema Dhendup  Project Officer 

Mr. Tim Sutton   Program Officer 

Ms. Khandu Om Dorji   Assistant Project Officer 

Ms. Hitomi Okubo  Intern, Education 

 

Canada Cooperation Office: CCO（カナダ協力事務所） 

Ms. Nancy Strickland  Coordinator 

 

Swiss Development Cooperation: SDC（スイス開発協力） 

Mr. Erwin Koenig  Resident Coordinator 

 

JICA Bhutan Office（国際協力機構ブータン駐在員事務所） 

Mr. Mitsukuni Sugimoto  Resident Representative 

Mr. Yusuke Kubo   Project Formulation Advisor 



４．当該国の社会経済状況
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* 1 * 14
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月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 平均/計

降水量 - - - - - - - - - - - - -

平均気温 10 13 14 18 22 22 22 21 18 14 12 10 　　16.3℃

*1

*2

*3

*4

*5

*6

*7

*8

*9

*10

*11

*12

*13

*14

国名

主要都市名

労働力統計

義務教育

ブータン王国

Kingdom of Bhutan

一般指標

首都

初等教育就学率

18.70%

2.7％ （2002年）

63.0 （2002年）

中等教育就学率

成人非識字率

人口密度

人口増加率

平均寿命

仏教、ヒンドゥー教等

1971年9月21日

1981年

君主制

-

チベット系（約60％）、ネパール系（約20％）等

国王/ジグメ・シンゲ・ワンチュク
（Jigme Singye WANGCHUCK)

1981年9月28日

47千㎢

　　　　　　　　　2,257千人　（2003年）

ティンプー(Thimphu)

千人　(  年）

10年間

男子82％、女子62％ （1998-2002年)

男子 ％、女子 ％ （      年)

42% (1999年)宗教

国連加盟年

世銀加盟年

IMF加盟年

主要言語 ゾンカ語（公用語）

政体

元首

独立年月日

主要民族/部族名

経済指標

通貨単位

94.0/1000 （2002年）

n.a.

貿易量 （2001年）

5歳児未満死亡率

カロリー供給量

国土面積

総人口

為替レート

会計年度

国家予算

歳入総額

歳出総額

総合収支

ODA受取額

国内総生産(GDP) 591百万USドル (2002年)

1人当りGNI

分野別GDP

600USドル （2001年）

農業　　　　　　　33.9% (2002年)

工業　　　　　　　37.4% (2002年)

8792.03百万ﾇﾙﾀﾑ

4552.83百万ﾇﾙﾀﾑ

4239.20百万ﾇﾙﾀﾑ (2002年)

211.87百万ドル

ヌルタム (Ngultrum)

1US$= 48.61ﾇﾙﾀﾑ (2002年平均)

７月～６月

（2002年）

ｻｰﾋﾞｽ業　　　　      28.8% (2002年）

商品輸出 177.4百万USドル

主要輸出品目 電力、鉱物製品、農林製品

商品輸入 306.8百万USドル

輸入カバー率 （月）　　(   年）

主要輸入品目 自動車、自動車部品、コンピュータ等

日本への輸出 5百万円（2002年）

日本からの輸入 1,260百万円　（2002年）

 347.4百万ドル　（2002年）

対外債務返済率 4.6％ (2002年)

総国債準備 ドル　(  年）

対外債務残高

農業　　男　　　％　　女　　　％

鉱工業　　　　　％　 　　　　　％

ｻｰﾋﾞｽ業　　　　％　　　　　　 ％

産業別雇用

2004 World Development Indicators World Bank Onlineおよび書籍

International Financial Statistics Yearbook 2003 (IMF)

Bhutan Data Profile Online (WB)

百科事典　マイペディア

インフレ率（消費者
物価上昇率）

各国地域情勢　Online （外務省）

United Nations Member States Online (UN)

気象　

9% (1990-2003)

実質GDP成長率 7.7% (2002年）
国家開発計画

国別概況 (WB)

Country Profile Online (UNESCO- Institute for Statis

Information by Country, At a Glance, Bhutan Online (UNICEF)

Department of Information Technology, Bhutan, 2004-2005 Online

世界銀行資料

外務省資料

ODA国別データブック 2002 （外務省）

Country Information Online (IMF)



ブータン王国

Kingdom of Bhutan

我が国におけるODAの実績 *15

1996 1997 1998 1999 2000

技術協力 18.13 19.33 24.65 19.29

無償資金協力 48.03 50.46 52.75 53.74

有償資金協力 58.27 42.98

総額 124.43 112.77 77.40 73.03

当該国に対する我が国ODAの実績 *16

1996 1997 1998 1999 2000

技術協力 ‐ 4.92 4.15 6.58 6.32

無償資金協力 ‐ 11.29 4.31 11.23 0.86

有償資金協力 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

総額 ‐ 16.21 8.47 17.81 7.18

OECD諸国の経済協力実績　（2000年） *16

贈与　(1) 有償資金協力 政府開発援助 その他政府資金 経済協力総額

（無償資金協力・ (2) （ODA) 及び民間資金(4) (3)＋(4)

技術協力） (1)＋(2)＝(3)

二国間援助 33.7

（主要供与国）

1. Japan 7.18 ‐ 7.18 7.18

2. Germany 1.0

3. Australia 0.7

4. Canada 0.6

多国間援助 20.0

（主要援助機関）

1.ADB 6.3 6.3

2. UNDP 3.4 3.4

その他

合計 53.7

援助受入窓口機関 *17

*15 　　我が国の政府開発援助2000（国際協力推進協会）

*16 　　ODA国別データブック2002（外務省）

*17      JICA資料

国名

（支出純額、単位：百万ドル）

（単位：億円）

（支出純額、単位：百万ドル）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５. 討議議事録（M／D） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．１ 基本設計調査時討議議事録（M／D） 

















































 

６．事業事前計画表（基本設計時） 

１．案件名 

ブータン国教育施設整備計画 

２．要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

ブータン国における初等教育就学率は 84.2％（2004 年）と向上はしているものの、依然とし

てその就学需要は高く、またそれまで前期中等教育（8 学年）までであった基礎教育課程が、2000

年に中期中等教育（10 学年）までに延長されたことにより、中等教育レベルにおいても就学需要

が急速に高まりつつある。同国の開発 5 ヵ年計画である『第 9 次 5 ヵ年計画（2002～2007）』(Ninth 

Five-Year Plan: 2002-2007)においても、初等・中等教育施設の拡充は重点項目の１つとして掲げ

られ、その実施計画では具体的に 135 校の初等教育施設と、173 校の中等教育施設の整備が必要

であるとされている。しかしながら、生徒寮等の多種類の付属コンポーネントを含む中等教育施

設については、コミュニティ主導型の学校建設を通じて拡充を進めている初等教育施設とは異な

り、整備に必要な予算と技術力をブ国のみで確保することは困難である。こうした状況を踏まえ、

ブータン国政府は大規模な工事を要する中等教育施設整備のうち、世界銀行に 29 校、インド国政

府に 10 校の支援を要請しており、本プロジェクトはそれらと同様に 15 校の（うち 10 校は初等

教育レベルを含む）中等教育施設整備に係る支援を日本国政府に対して要請したものである。 

３．プロジェクト全体計画概要 

（１） プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

協力対象地域における基礎教育施設環境が改善され、教育アクセスが拡大する。 

裨益対象の範囲：4 県（Chukha、Punakha、Trasigang、Wangdue Phodrang）の 5 校 

・ 中期中等学校（初等～中期中等レベル）4 校 

・ 後期中等学校（中期中等～後期中等レベル）1 校 

裨益対象の規模：就学生徒 約 8,790 人（2009 年） 

（２） プロジェクト全体計画の成果 

① 協力対象校において、学校施設及び付帯家具等が整備される。 

② 協力対象校において、学校施設の効果的な運用が行われる。 

（３） プロジェクト全体計画の主要活動 

① 協力対象校において、教室、実験室、図書室、管理諸室、多目的ホール、厨房・食品庫、

生徒寮、校長宿舎、教員宿舎、寮監宿舎、トイレの建設、及び付帯家具の調達を行う。

② 学校運営のための教員およびスタッフを配置する。 

③ 学校運営に必要な運動場、教育機材、教材の整備を行う。 

④ 上記の施設・家具を利用して教育活動を行う。 

（４） 投入（インプット） 

① 日本側（＝本案件）：無償資金協力 17.8億円 

② 相手国側 

（ア） プロジェクト実施に必要な人員（各校の教員及びスタッフ） 

（イ） 運動場、教育機材、教材の整備に係る経費 

（ウ） 施設の運営・維持管理に係る経費 

（５） 実施体制 

責任機関（主管官庁）： 教育省 

実施機関：      教育省政策計画課（PPD）及び学校建設計画課（SPBD） 



 

４．無償資金協力案件の内容 

（１）サイト 

ブータン国 4 県（Chukha、Punakha、Trasigang、Wangdue Phodrang）における 5 校 

（２）概要 

① 教室（計 76 教室）、実験室、図書室、管理諸室、多目的ホール、厨房・食品庫、生

徒寮、校長宿舎、教員宿舎、寮監宿舎、トイレの建設 

② 付帯家具の整備 

（３）相手国負担事項 

① 建設用地の確保 

② 建設地内の既存障害物の撤去 

③ 建設地へのアクセス道路の整備・確保 

④ 建築に付随する電気と水の引き込み工事 

（４）概算事業費 

概算事業費 18.1億円（無償資金協力 17.8億円、ブータン国側負担 0.3億円） 

（５）工期：詳細設計・入札期間を含め約 82ヶ月（予定） 

（６）貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

・ 教育省標準設計では別棟である生徒寮のトイレを居室と一体化させることで、特に女子生

徒が夜間、建物の外に出る不安を感じることなくトイレ施設を利用できるよう配慮した。

・ 実施機関である教育省は、環境アセスメント法（2000 年 7月）、環境許認可法（2004 年 4

月）に基づき、建設工事に伴う騒音や残土処分法、廃棄物・排泄物の処理法、建設労働者

の安全や健康に対する対策等を含む環境アセスメントに関わる資料をもとに、担当局であ

る国家環境委員会を通じてプロジェクト実施の許認可を得る必要がある。 

・ 本案件の全ての施設にブータンの伝統的装飾が施されることにより、全国で統一された歴

史的な既存景観環境が維持される。 

５．外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 

（１）計画対象校の就学人口が想定以上に著しく変動しない。 

（２）異常気象や自然災害などにより工事不可能期間が発生しない。 

（３）治安悪化などにより立入制限地域等が発生しない。 

６．過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし 

７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

（１）プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

 2004 年（現状） 2009 年 

4 県における中後期中等教育施設 ※1 13 校 18 校 

5 校における使用可能教室数 18 教室 94 教室 

5 校における就学者数 1,819 人 8,790 人 

1 教室当たりの生徒数 101 人／教室 93.5 人／教室 

※1：但し、本プロジェクト対象校 5校の対象レベルは、中期中等学校 4校については初等～中期中等教育レ

ベル、後期中等学校 1校については中期～後期中等教育とする。 

（２）その他の成果指標：特になし 

（３）評価のタイミング：2009 年以降 
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８．その他の資料・情報 

８－１ 調査対象校の教育状況一覧 

８－２ 調査対象校の学校運営状況 

８－３ 調査対象校の予想生徒数（2009 年） 
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設
、
沼
地
に
あ
る
た
め

特
に
雨
期
の
通
学
が
困
難

2
G

e
n
e
k
h
a

（
ゲ
ネ
カ
）

T
h
im

p
h
u

G
e
n
e

2
L
S

S
M

S
S

1
7
8

6
%

1
1

6
△

6
3

●
●

基
本
的
に
郡
の
子
ど
も
を
受
け
入
れ
て
い
る
が
、
県
内
に
寮
施
設
の
あ

る
M

S
S
が

1
校
し
か
な
く
、
通
学
距
離
の
遠
い
子
ど
も
た
ち
は

1
.5

k
m
先

の
旧
敷
地
に
残
る
元
教
室
や
小
屋
に
居
住
し
て
就
学
。

1
9
9
0
年
に

C
P

S
と
し
て
開
校
、

2
0
0
3
年
に

L
S

S
に
昇
格
し
現
ｻ
ｲ

ﾄに
移
転
、
寮
施
設
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
特
に
小
屋
の
環
境

は
劣
悪
、
寮
施
設
の
あ
る
初
等
・
中
等
教
育
の
ﾆ
ｰ
ｽ
ﾞが
高
い

3
K

a
b
ji
s
a

（
カ
ブ
ジ
サ
）

P
u
n
a
k
h
a

K
a
b
je

1
L
S

S
M

S
S

5
7
0

2
%

1
4

1
△

7
8

×
●

K
a
b
ji
s
a
郡
に
加
え
て
近
隣
の
郡
の
一
部
の
村
か
ら
も
生
徒
を
受
け
入

れ
て
い
る
。
（
最
近
隣
の
た
め
）

寮
は
廃
止
予
定
、

2
0
0
3
年
に

L
S

S
に
昇
格

4
B

it
e
k
h
a

（
ビ
テ
カ
）

P
a
ro

N
a
ja

2
L
S

S
M

S
S

4
0
6

3
%

1
2

5
●

6
1

×
●

P
a
ro
県
だ
け
で
な
く
、
近
隣
の

H
a
a
, 

C
h
u
k
h
a
県
に
属
す
る
村
か
ら
も

生
徒
を
受
け
入
れ
て
い
る
。
遠
隔
に
あ
る
学
校
へ
の
通
学
は
経
済
的
理

由
に
よ
り
困
難
。
学
区
内
に

N
a
b
is

a
 C

P
S

(遠
隔
地

).

2
0
0
2
年
に

L
S

S
に
昇
格

5
P

a
k
s
h
ik

h
a

（
パ
ク
シ
カ
）

C
h
u
k
h
a

B
o
n
g
o

1
-

M
S

S
●

-
-

-
-

-
-

-
-

近
隣
に
学
校
が
な
い
た
め
未
就
学
児
童
や
退
学
者
が
多
い
。
最
近
隣

の
C

h
u
n
k
h
a
 L

S
S
（
寮
の
ｷ
ｬ
ﾊ
ﾟが
小
さ
い
）
で
徒
歩

3
時
間
、

G
e
d
u

M
S

S
（
寮
設
備
な
し
）
に
は

4
時
間
以
上
か
か
る
。

寮
施
設
の
あ
る
初
等
・
中
等
教
育
の
ﾆ
ｰ
ｽ
ﾞが
高
い
、
徒
歩

1
.5
時

間
の
と
こ
ろ
に
あ
る
村
に

2
0
0
5
年

C
P

S
開
校
予
定

6
T

a
n
g
s
ib

i

（
タ
ン
シ
ブ
ジ
）

T
ro

n
g
s
a

T
a
n
g
s
ib

ji
1

-
M

S
S

●
-

-
-

-
-

-
-

-

ｻ
ｲ
ﾄ予
定
地
か
ら

2
時
間
の
と
こ
ろ
に

T
a
n
g
s
ib

ji
 L

S
S
が
あ
る
が

M
S

S

が
な
い
た
め
、
町
（
T

ro
n
g
s
a
等
）
の
寮
施
設
の
あ
る
学
校
へ
通
わ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

T
a
n
g
s
ib

i 
L
S

S
は

2
0
0
0
年
に

L
S

S
に
昇
格
、
中
等
教
育
の
ﾆ
ｰ

ｽ
ﾞが
高
い

7
B

a
rt

s
h
a
m

（
バ
ッ
ツ
ァ
ム
）

T
ra

s
h
ig

a
n
g

B
a
rt

s
h
a
m

2
L
S

S
M

S
S

4
2
1

7
%

1
4

3
-

0
●

●

郡
内
に
学
校
は

1
校
の
み

(C
P

S
が
あ
っ
た
が
閉
校
中

)。
最
も
遠
い
村

か
ら
は
徒
歩

2
時
間
か
か
り
、
特
に
雨
期
の
通
学
は
困
難
。

1
9
9
0
年
に

C
P

S
と
な
り

2
0
0
3
年
に

L
S

S
に
昇
格
、
寮
施
設
あ
る

初
等
・
中
等
教
育
の
ﾆ
ｰ
ｽ
ﾞが
高
い
、
ｺ
ﾐｭ
ﾆ
ﾃ
ｨの
関
心
が
高
い

(ﾐ
ｰ
ﾃ
ｨﾝ
ｸ
ﾞへ

2
5
0
人
以
上
の
参
加
）

8
L
a
n
g
o

（
ラ
ン
ゴ
）

P
a
ro

L
a
n
g
o

1
L
S

S
M

S
S

7
6
6

6
%

2
5

4
-

0
●

●

郡
内
に
は

M
S

S
と

H
S

S
が
な
く
、

5
k
m
離
れ
た

D
ru

k
g
e
y
e
l 
H

S
S
に
通

学
。

D
ru

k
g
y
e
l 
H

S
S
も
過
密
が
著
し
い
。

施
設
供
与
後
に
P
S
と
M
S
S
に
分
割
予
定
。
既
存
校
は

2
0
0
0
年

に
L
S

S
に
昇
格

9
K

a
n
g
lu

n
g

（
カ
ン
ル
ン
）

T
ra

s
h
ig

a
n
g

K
a
n
g
lu

n
g

1
M

S
S

M
S

S
1
4
9
+

8
%

-
-

-
-

-
-

L
S

S
の
ｷ
ｬ
ｯ
ﾁ
ﾒ
ﾝ
ﾄ･
ｴ
ﾘ
ｱ
は

K
a
n
g
lu

n
g
郡
と
近
隣
の

U
z
o
n
ro

n
g
郡
、

M
S

S
へ
は

K
a
n
g
lu

n
g
 L

S
S
と

Y
o
n
g
h
la

 L
S

S
か
ら
生
徒
を
移
転
予

定
。
寮
施
設
が
な
い
の
で
主
に
周
辺
地
域
の
生
徒
を
受
け
入
れ
る
。

K
a
n
g
lu

n
g
 L

S
S
に
通
学
し
て
い
る

7
・
8
学
年
を
移
し
た
形
で

2
0
0
5
年
よ
り
開
校
予
定
、

K
a
n
g
lu

n
g
 L

S
S
は

P
S
に
降
格

1
0

M
in

je
y

（
ミ
ン
ジ
ェ
）

L
h
u
e
n
ts

e
M

in
je

y
2

P
S

L
S

S
1
9
7

2
%

7
1

-
0

●
●

M
in

je
y
郡
か
ら
通
学
。

1
1
の
村
の
う
ち

7
つ
か
ら
は
徒
歩
で
通
学
可
能

だ
が
、

4
つ
の
村
か
ら
は
不
可
（
現
在
は
学
校
の
近
く
に
間
借
り
な
ど
し

て
就
学
）
。

寮
施
設
の
あ
る
初
等
・
中
等
教
育
の
ﾆ
ｰ
ｽ
ﾞが
高
い

1
1

B
u
li

（
ブ
リ
）

Z
h
e
m

g
a
n
g

N
a
n
g
k
h
a
r

1
P

S
M

S
S

1
6
5

-2
%

7
2

●
7
9

●
●

中
等
学
校
が
な
い
た
め
、

L
S

S
(7
学
年

)か
ら
家
か
ら
離
れ
た
寮
施
設

の
あ
る
学
校
へ
通
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

沼
地
に
あ
る
既
存
の

B
u
li
 P

S
の
老
朽
化
・
損
傷
が
著
し
く
新
し

い
ｻ
ｲ
ﾄに
移
設
、
中
等
教
育
の
ﾆ
ｰ
ｽ
ﾞが
高
い

1
2

T
s
ir
a
n
g

（
チ
ラ
ン
）

T
s
ir
a
n
g

K
ik

h
a
rt

h
a
n
g

3
-

H
S

S
●

-
-

-
-

-
-

-
-

寮
施
設
の
あ
る

H
S

S
と
し
て
、
中
等
教
育
施
設
の
不
足
し
て
い
る
周
辺

の
県

(D
a
g
a
n
a
, 

W
a
n
g
d
u
e
の
南
部

, 
Z

h
e
m

g
a
n
g
, 

S
a
rp

a
n
g
)か
ら

生
徒
を
受
け
入
れ
る
。

ｻ
ｲ
ﾄ予
定
地
か
ら
徒
歩

5
分
の
と
こ
ろ
に

D
a
m

p
h
u
 H

S
S

 (
7
-1

2

学
年

)が
あ
る
が
、
こ
ち
ら
は

T
s
ir
a
n
g
県
の
生
徒
を
受
け
入
れ
る

予
定

1
3

C
h
u
k
h
a

（
チ
ュ
カ
）

C
h
u
k
h
a

B
ja

b
c
h
o

1
H

S
S

H
S

S
5
5
5

-4
%

2
4

2
2

●
3
3
4

×
×

C
h
u
k
h
a
県
だ
け
で
な
く
、
近
隣
の

S
a
m

ts
e
, 

H
a
a
, 

P
a
ro
か
ら
も
生
徒

を
受
け
入
れ
て
い
る
。
寮
生
の
割
合
が
高
い
。

近
隣
の
水
力
発
電
ﾌ
ﾟﾛ
ｼ
ﾞｪ
ｸ
ﾄに
よ
り
建
設
さ
れ
た
ﾄﾞ
ﾗ
ｲ
ﾊ
ﾞｰ
用
施

設
を
女
子
寮
と
し
て
利
用
し
て
い
る
が
環
境
は
劣
悪
、

2
0
0
5
年

に
S

M
B
設

立
予
定

1
4

G
y
e
lp

o
s
h
in

g

（
ゲ
ル
ポ
シ
ン
）

M
o
n
g
a
r

M
o
n
g
a
r

3
H

S
S

H
S

S
7
9
1

8
%

2
5

1
8

●
7
3
3

×
×

M
o
n
g
a
r県
に
は

H
S

S
が

2
校
の
み
で

L
S

S
も
少
な
い
た
め
、
特
に

M
S

S

以
上
は

他
県
か
ら
も
生
徒
を
寮
生
と
し
て
受
け
入
れ
て
い
る
。

L
S

S
(既
存
校

)と
H

S
S

(要
請
校

)に
分
割
予
定
、
現
在

S
M

B
は

な
い
が
類

似
の

S
c
h
o
o
l 
M

a
n
a
g
e
m

e
n
t 

C
o
m

m
it
te

e
を
組

織

し
て
い
る

1
5

A
u
ts

h
o

（
ア
ウ
ツ
ォ
）

L
h
u
e
n
ts

e
T

s
h
e
n
k
h
a
r

1
C

P
S

M
S

S
1
6
2

6
%

6
-

0
●

●

郡
内
の

1
4
の
村
か
ら
通
学
。
村
に
よ
っ
て
は
通
学
不
可
の
た
め
学
校
の

近
く
に
間
借
り
な
ど
し
て
就
学
。
中
等
教
育
へ
は

3
つ
の
郡
と

M
o
n
g
a
l県

か
ら
生
徒
を
受
け
入
れ
る
予
定
。

1
9
9
1
年
に

C
P

S
と
し
て
開
校
、
寮
施
設
の
あ
る
初
等
・
中
等
教

育
の
ﾆ
ｰ
ｽ
ﾞが
高
い

備
考

新設校

G
e
w

o
g

教
育

レ
ベ
ル

ﾌﾞ国側ﾌﾟﾗｵﾘﾃｨ

D
z
o
n
g
k
h
a
g

学
校
名

既
存
校
現

状

通
学

状
況
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